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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）  

 

 

ＣＣＴＶ、日本産の輸入食品を標的に 

原発汚染区域からの輸入品、一部に誤報も
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■ ＣＣＴＶ、日本産の輸入食品を標的  

中国の国営中央テレビ（ＣＣＴＶ）は 15日の特別番

組で、「中国政府が輸入を禁止している日本の福島県

周辺の食品が大量に売られている」と報じた。 

今も広範囲の禁輸措置をとる中国政府の規定を根拠

に、消費者に人気の高い日本産食品を狙い撃ちした。 

 

輸入禁止地域は 10都県 

ＣＣＴＶは毎年、「世界消費者権利保護デー」の 3月

15日に、消費者の権利を損なう企業の行為を批判す

る特番を放映し全国的な注目を集めており、過去には

米アップルや日本のニコンなど、外資系企業も多く「標

的」にされてきた。 

中国政府は 2011年の福島第一原発事故を理由に、

周辺 10都県に及ぶ東日本の広い範囲からの食品輸

入を今も禁止しているが、ＣＣＴＶは東京都などの対象

地域を「放射能汚染地域」と表現した上で、ネット通販

や日系の大型店などで大量の食品が、規制をくぐり抜

けて輸入販売されていると批判した。 

取扱業者は１万 3千社以上に上るとしている。 

中国政府が指定している日本の放射能汚染地域と

は、宮城、福島、群馬、新潟、長野、栃木、茨城、埼

玉、千葉、東京の 10都道府県で、中国政府は同地域

から中国への輸入を全面的に禁止している。 

 

ＣＣＴＶ報道の一部に誤報も 

報道の標的にされたのはカルビー食品の「フルグ

ラ」、和光堂の「ぐんぐん」、新潟の「魚沼産こしひかり」

などの日本からの輸入食品で、いずれも「中国産よりも

安心」として、中国人消費者の人気を集めているもの。 

一方、今回の一部に誤報があるとして、無理良品の

「はと麦&レモングラフ」を除外するよう、上海の検疫当

局がコメントを発表、ＣＣＴＶとのバトルが続いている。 

ＣＣＴＶの報道は、危険性を誇張した報道だが、こうした

食品輸入への監視は今後も厳しくなりそうだ。 

日本政府は中国の禁輸措置に対して、「日本国内で安

全に流通・消費されている」として、是正を求め続けて

いるが、現在も禁輸措置は続いている。 

 

■ 中国、キャッシュレス社会に突入か  

ある調査によると、ネットユーザーの 70％以上

が「現金はもはや生活の必需品ではない」と答え

たという。たとえば携帯電話で病院の予約の受付

もできるし、受付料金を払うこともできる。 

北京で一番古い街並みでは、店舗の 95％以上が非

現金決済に対応しており、現在、煙袋斜街には 100

軒近い店があり、キャッシュレス取引に対応する

ところは 95％を超えるという。  

中国のキャッシュレス社会実現の道のりは欧米な

どのクレジットカードとは異なり、携帯電話によ

るモバイル決済を明らかに多用している。 

中国はネット普及率が高く、ネットユーザーが多く、モ

バイル決済が日々の暮らしに浸透しているからだ。 

市場調査会社ニールセンのデータでは、世界規模でみ

ると、モバイルデータ決済がキャッシュレス決済に占め

る割合はほぼ半分の 43％、国別の調査データでは、

中国人消費者のモバイル決済を利用・信用するという

人は 86％に上り、他国を大幅に上回っている。 

 

■ 中国、国内に空港 74 ヶ所を建設予定  

中国民用航空局は 2020年をめどに全国で空港 74

ヶ所の建設プロジェクトを継続・新規スタートすることを

明らかにした。プロジェクト完了後の旅客輸送量を 7億

2千万人と見込んでいるという。 

現在、中国の汎用航空の発展には一定の構造的なア

ンバランスの問題が横たわるが、中国は短距離輸送

の普及推進に力を入れ、支線航空では運行が難しく、

交通が不便な遠隔地の移動ニーズに対応することを

目指しているという。 

具体的な計画としては、20年をめどに、華北地域、東

北地域、華東地域、南部中央地域、南西地域、北西地

域の 6大空港クラスターを形成し、一連の輸送用空港

を新たに建設し、輸送用空港の総数を 260 ヶ所前後に

増やすとしている。 

同時に、周辺の空港との優位性による相互補完および

協同発展を推進するとしている。 

http://www.asahi.com/area/fukushima/
http://www.asahi.com/area/fukushima/
http://www.asahi.com/topics/word/消費者権利.html
http://www.asahi.com/topics/word/米アップル.html
http://www.asahi.com/shinsai_fukkou/fukushima_daiichi/
http://www.asahi.com/area/tokyo/
http://www.asahi.com/topics/word/放射能汚染.html
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■ 中国のネット融資、2年で残高 8倍 

中国で個人間のお金の貸し借りをインターネットで

仲介する「ピア・ツー・ピア（Ｐ２Ｐ）金融」が急膨張して

いる。2月末の残高は 8857億元（約 14兆 6千億円）

に達し、2年余りで 8倍に拡大したという。 

ネット金融仲介業の図騰貸には自家用車を担保にし

た資金調達を希望する個人のリストが並ぶ。安全の

ために仲介業者が車のキーを預かり、10％を超す高

利回りで投資家を募っている。 

個人でなく企業が数十万元の運転資金を借りたり、

投資先の選定を仲介業者に任せたりする商品も出て

きた。信用リスクが高い分、8～12％程度の高利回り

を見込め、運用期間は１年未満というケースが多い。 

民間調査会社の盈燦咨詢によると、Ｐ２Ｐ金融の残高

は 2014年末に 1036億元、15年末には 4061億元と

急膨張、「17年末には１兆 3千億元を超す可能性が

ある」と予測している。 

投資資金の流入が続く背景には、年 10％前後の利

回りが期待できるＰ２Ｐは一定のリスクは受け入れる

投資家ニーズに合致し、個人の株アレルギーもＰ２Ｐ

の規模拡大をあおっているという。 

 

■ 中国、エネルギーをモデルチェンジ 

 中国は、エネルギーのモデルチェンジですでに世界

のトップ集団入りを果たし、クリーンエネルギーへの

転換を図っている。3年連続で石炭消費量を減少さ

せており、2016年は前年比で 4.7％減となった。 

その減少させた消費量は、英国の通年の石炭消費量

に相当するという。 

国際エネルギー機関は 2年前まで、中国の石炭消費

量は 2030年まで増加を続けると予想、ドイツメディア

は、現在も中国は世界最大の石炭消費大国だが、既

に水力・風力・太陽光・原子力・天然ガスなどのクリー

ンエネルギーの使用を拡大していると伝えた。 

中国の一次エネルギー消費量に占める石炭の割合

は、64％から 62％に低下、政府はすでに 100カ所以

上の石炭火力発電所の建設計画を停止しており、こ

れは実に厳しい措置だと評価している。 

石炭消費量の減少に伴い、中国の CO2排出量は

年々減少しているが、この 4年間では排出量の増加

にストップがかかり、今年、前年比で 1％減少するとし

ている。 

■ 東南アジアの高速鉄道、日中で競合 

シンガポール–マレーシア高速鉄道、タイ–マレーシ

ア高速鉄道、フィリピンの通勤鉄道……2017年には、

中国と日本の高速鉄道をめぐる「戦いの場」が東南ア

ジアへと延伸を続ける見込みだという。 

フィリピン政府は日本政府と中国政府がいずれもフィリ

ピン国内の通勤鉄道建設プロジェクトに資金面での支

援を提供する意向を示していることを明らかにした。 

タイ–マレーシア鉄道の構想は、全長 1500キロメート

ルの広軌の新路線を建設し、高速直通列車を運行す

るというものだ。現在、両国の目の前に横たわる難題

は、『中国と日本との二者択一』なのか、それとも中日

両国の力を同時に借りるのかということで、マレーシア

はどちらかというと中国を評価しているようだ」という。 

シンガポール–マレーシア高速鉄道はどうか、両国政

府は昨年 12月に同プロジェクトに調印し、今年は入札

を行う計画で進んでおり、最終的な戦いは日中の間で

繰り広げられることになるとの見方が一般的だ。 

シンガポールは車両や信号システムで経験豊富な日

本に傾いており、膨大な費用の大部分を負担するマレ

ーシアは中国により傾いているという。 

 

■ 中国の資本規制、個人向けも強化  

中国は 2016年以降、海外への資金流出を抑えて、

人民元の下落に歯止めをかけることを狙い、企業や銀

行に対する資本規制を繰り返し強化してきた。 

ただ、中国では 15年に人民元を切り下げて以降、もう

一段の元安を見込む企業や個人からの資金流出に歯

止めがかからない状況が続いている。 

16年初から年央にかけての資本規制は、企業の外貨

建て債務の繰り上げ返済を原則禁止することや、顧客

企業の外貨両替計画を事前に提出するといった内容

が中心だが、金融関係者は「今から振り返ればマイル

ドな規制だった」と口をそろえる。 

16年末、従来も銀行には、顧客への外貨売却額が購

入額を上回る「逆差」にならないよう指導してきたが、こ

れに加えて、元の国外流出に対して指導を強化、北京

では流出額を流入額の 8割までに制限した。 

顧客企業や外部に対しては、規制内容を連絡しないよ

う口止めしているもようで、個人に対しても 17年に入

り、外貨両替の際に申請書の提出を求めるなど規制を

強化している。 
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、日本企業の中国市場での販売を支援する 
ため、中国の越境ＥＣモールに「日本館」を開設しました。 
内田総研が開発した新越境ＥＣモール「日本館」は、中国で爆発的 
に広がっているＷｅＣｈａｔのモバイル通販と保税特区を活用し、日本 
に居ながら中国市場での販売、日本で円決済できる販売方法です。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

日中「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ/ＦＡＸ  (10)6732-9852 （代表) 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２－９－５ Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ「日本産品館」 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研・北京Ｍ＆Ａセンター 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

深圳電視台 「テレビショッピング」 

 

 

越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 

新越境ＥＣモール  「日本館」 

 

新越境ＥＣモール   「大福易

商」 

跨境通 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg

